チャランケ通信　第４３号　2013年１２月１６日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　強引な国会運営、内閣支持率の低下、黄信号が灯りはじめたか
政権交代となった総選挙から、丁度1年が経過した。その半年後、今年7月の参議院選挙で、自民公明両党が非改選を合わせて参議院の過半数を獲得し、ねじれ状態が解消された。捻じれ解消後の安倍政権の政治スタイルは、それ以前と打って変わってかなり強引な国会運営が目立ち、安倍総理本人も特定秘密保護法の審議において不十分性を認めざるを得なかったし、そのことによるマスコミ各紙調査の内閣支持率の大幅な低下は、まだ支持率の水準自体はかなり高いわけで、安倍内閣への危険信号とまでは至っていないものの、危険に至る予備信号ぐらいは点灯し始めたようだ。
アベノミクスへの評価、これからが正念場に
　依然として高い支持率を支えているとされるのが、いわゆる「アベノミクス」と言われる経済政策だ。そのアベノミクスも1年経過したいま、どのように評価すべきなのか、リフレ派の方たちやインフレターゲット論者にとっては高い評価になっているのは頷けるところである。だが、批判的な立場に立って見ると、なかなか手厳しい。日本経済新聞の「経済教室」欄に12月2日から3日間、「アベノミクスの1年」と題する三人の著名なエコノミストがそれぞれの立場から評価を下している。
第三の矢である成長戦略が今ひとつの評価ではあるものの、第一、第二の矢について全面肯定派であり、インフレターゲット論者でもある伊藤隆敏東大教授、景気回復という点では大きな成果を上げ評価しているのだが、短期的な経済対策に偏重し国民の嫌がる負担は先送りしており、その真価は来年度以降に問われるとする小峰隆夫法政大学教授、そして最後に登場されたのが小生と考え方が多くの点で一致している池尾和人慶応義塾大学教授である。池尾教授は、景気は順調に回復基調にあるのだが、政権発足から約20％もの円安なのに輸出数量がほとんど伸びておらず、専ら景気を牽引しているのが家計支出と公共事業であることに今回の特徴があり、結果としてアベノミクスの3本の矢の内、第二番目の「機動的な財政出動」がもっぱら効いているとされる。
池尾慶応大教授、金融緩和は財政ファイナンスの役割
池尾教授は、今回公共投資の増額が可能になったのは財政収支の改善ができたからではなく、第一の矢である「大胆な金融緩和」によって長期金利の低下がもたらされ、国債の消化が円滑化されているからだと見ておられ、増加した国債発行による将来的な財政赤字の抱えるコストは、極めて大きなものになると予想され危険視されている。さらに、長期金利の低下で銀行の貸し出しの採算は悪化し、銀行の貸し出しを増やすという期待には無理があるとされ、最後に期待への働きかけによる金融緩和の効果について、ゼロ金利の下ではベースマネーを増やせばインフレ期待が高まることにはならないのだ、と問題点を指摘されている。結果として、日銀の金融緩和が財政支出のファイナンスに繋がっていることを指摘され、ひとたび金融緩和の必要性が無くなった時の出口が円滑に進まない事の問題点を指摘されている。
もちろん、それぞれの論者の理論をどのように判断していくべきなのか、一人一人の価値判断に任されているのだろうが、安倍政権のここまでの経済政策の展開はまずまず良いとしても、問題はこれからであり、いわゆる出口戦略については日銀の黒田総裁以下の執行部の方たちも、まだ出口戦略を語るのは早い、と取り上げようとしていない。それだけ難しい問題を孕んでいるのだろう。
「逆所得政策」よりも最低賃金の引き上げこそ必要では
そうした中で、デフレからの脱却に向けて何が求められるのか、政労使の会合などで一致し始めているのが労働者の賃金上昇が必要だ、ということだろう。賃金引上げに向けて、前々号で指摘したように「逆所得政策」を取るべきだという政府の専門家チームの提言なども出る状況にある。また、安倍総理自身経済界に対して賃金引き上げを要請するなど、政治主導での賃上げという保守政党においてはありえないような立ち振る舞いにまで至っている。それだけ日本の賃金の下落が異常なこととしてとらえられているのだと言えよう。
そこで、政府が直接労使で決めるべき賃金水準にまで介入することへの疑問の声がある中で、むしろ政府が率先してやらなければならないのが最低賃金水準の底上げがある。漸く最低賃金も時給で一桁円から２桁円の引き上げが実施されるようになってきたのだが、早く時給1000円への引き上げを実現する必要がある。最低賃金が上がれば、最低賃金以上に稼いでいた人たちの賃金水準は当然それ以上に上がるわけで、労働者の平均賃金の底上げに通ずるのだ。そうすれば、多くの低賃金労働者は生活のために上がった賃金の多くを支出に回し、内需の拡大となって経済の需要不足を解消することに役立つわけで、デフレからの脱却に通ずるのだ。
クルーグマン教授も最低賃金の引き上げが重要と見ている
12月6日の朝日新聞紙上で12月2日付のニューヨークタイムスに寄稿したクルーグマン教授のコラム「低所得者へり支援策　最低賃金引き上げで後押しを」が日本語訳され、掲載されていた。その中で、アメリカでは州によって最低賃金を引き上げたり引き上げなかったりしており、最低賃金を上げた州では雇用問題に悪影響を及ぼしていないという事実を紹介し、最低賃金の引き上げこそ政府が積極的に推進していくべき政策であることを紹介している。
特にアメリカでは、政治的に民主党と共和党との対立が激しいのだが、クルーグマン教授によれば、最低賃金に関しては民主党や無党派層だけが支持しているのではなく、共和党の過半数（５７％）と自称保守派の過半数（５９％）も賛成しているという。それ故、最低賃金の引き上げについては圧倒的な世論の支持があるわけで、その引き上げが現実味を帯びているようだ。翻って日本を見たとき、企業側は、激しく抵抗しており、時給1000円への引き上げにはなかなか到達できそうにないのが現実である。安倍総理も、最低賃金の引き上げという政策が、賃金水準を引き上げていく一番の近道であり、王道でもあることを踏まえ、その政策実現に向けて全力を挙げて欲しい。そのことがデフレからの脱却の途でもあるのだから。第4の矢として、「最低賃金の底上げによる賃金水準の引き上げ」を設定してもらいたいと思う。
安倍総理の祖父、岸信介元首相は国民皆年金・保険の創設者だ
案外知られていない事なのだが、安倍総理の祖父である岸信介元首相こそは、1961年に国民皆医療保険・皆年金制度の創設に大きな役割を果たしたことを忘れてはなるまい。また、そもそもこうした国民の保険制度を世界で初めて創設したのが、今を遡る1890年、プロイセンの鉄拳宰相といわれたビスマルクの手によってできあがったこともここに記しておこう。保守政治家の下で、このような社会民主主義的な政策が策定されることも在り得ることを、歴史の教訓として見ておく必要がある。
来年度の税制改正大綱、軽減税率は自民党に押し切られたか
先週の１２日、自民・公明両党による「平成26年度税制改正大綱」が策定された。秋の「民間投資活性化等のための税制改正大綱」（平成25年10月1日）と今回決定したものとが含まれており、大綱自体のボリュームはかなりのものになっている。その中で注目されてきたのが、消費税の軽減税率問題であったが、大綱での結論は次のように記載されている。
　「消費税の軽減税率制度については、『社会保障と税の一体改革』の原点に立って必要な財源を確保しつつ、関係事業者を含む国民の理解を得たうえで、税率10％時に導入する。
　このため、今後、引き続き、与党税制協議会において、これまでの軽減税率をめぐる議論の経緯及び成果を十分に踏まえ、社会保障を含む財政上の課題と合わせ、対象品目の選定、区分経理等のための制度整備、具体的な安定財源の手当、国民の理解を得るためのプロセス等、軽減税率制度の導入に係る詳細な内容について検討し、平成26年12月までに結論を得て、与党税制改正大綱を決定する」
この文章を読む限り、軽減税率を実現したい公明党を、自民党側がしぶとく拒否したことがうかがわれるのだが、全体としての印象で言えば自民党が押し切ったと見ていいのだろう。
野田税調会長、消費税の社会保障財源化こそ低所得者対策は至言
色々なやり取りがあったのだろうか、自民党税調の野田毅会長の発言として「消費税の使い道を社会保障にあてる構造そのものが低所得者対策だ」ということが朝日新聞（12月13日付）の「担当記者はこう見た」（小林豪記者）に出てくる。この野田発言がどんな場面での発言なのかこの記事だけでは不明なのだが、小生も同じことを考え続けてきたわけで、低所得者対策として、はじめからその点での合意を取り付けることから進めていれば、案外早く解決できたのではなかろうか。これからでも遅くないわけで、是非ともその線で合意ができるのかどうか、本当は大いに論議をしてほしいところなのだ。税は公平と共に簡素なものにすべきなのだ。
昨日のNHK日曜討論の場で、公明党の斉藤哲夫税調会長は、法人に対する減税措置によって賃金引き上げに使われているのかどうか追跡調査し、大企業については企業名を挙げることとなっているという趣旨の発言をされた。かつて、甘利大臣が提起されたアイディアだったのだが、大綱の中には出てない見逃せない論点である。国会での論議で明確にさせる必要がある点の一つと言えよう。
それにしても、北朝鮮の張成沢国防委員会副委員長に対する処刑とは、恐怖の独裁政治に驚愕の思いが募る。かつてのスターリンやヒトラーの残忍な独裁政治を思い出した人も多かったのでは。北朝鮮に対する国際社会の厳しい批判が求められているのだろう。
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